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Ⅰ．地域型保育事業の設置認可までの手続き 

 

 国、都道府県及び市町村以外の者が、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪

問型保育事業又は事業所内保育事業（以下「地域型保育事業」という。）を高根沢町

内で行おうとするときは、高根沢町長の認可を受ける必要があります。 

【児童福祉法第 34 条の 15 第２項】 

 

 

 また、地域型保育事業を行う場合には、児童福地法及び関係法令に定めるもののほか、

高根沢町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「町条

例」という。）、高根沢町家庭的保育事業等の設置認可等に関する要綱（以下「町要綱」

という。）等を遵守する必要があります。  

事前協議・申請書類等の提出先 

高根沢町こどもみらい課 

〒329-1225 

栃木県塩谷郡高根沢町大字石末 1825 番地 

Tel：028-675-6466   Fax：028-675-6820 

e-mail：kodomo@town.takanezawa.tochigi.jp 



 

 

Ⅱ．設置認可申請の流れ 

 

地域型保育事業の認可申請から事業運営開始に至るまでの概ねの手続の流れは、下

図のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  開 所 

3.町長・関係課（都市整備課・総務課等）との事前協議 

1.こどもみらい課への事前相談 

2.事前協議書の提出（図面、事業概要等） 

補助金交付申請 

施設整備の補助金の活用を希望 

補助金交付決定 

４.施設整備の入札・契約・着工 

５.こどもみらい課へ認可申請書類の提出 

子ども・子育て会議への意見聴取 

６.現地確認 

７.設置認可（認可決定通知書の交付） 

自己資金で整備 



 

 

Ⅲ．地域型保育事業の認可基準  

 

事業型類型 職員数 職員資格 保育室等 給食 

小規模 

保育事業 

(認可定員： 

6～19人) 

Ａ型 
保育所の配置基準 

＋１名 
保育士*1 

0･1 歳児: 

3.3 ㎡/1 人 

2 歳児: 

1.98 ㎡/1 人 

〇自園調理 

(連携施設等から

の搬入可) 

〇調理施設 

〇調理員*3 

Ｂ型 
保育所の配置基準 

＋１名 

1/2 以上が 

保育士*1 

※保育士以外は、研修修了者 

Ｃ型 
０～２歳児 3：1 

(補助者を置く場合5:2) 
家庭的保育者*2 

0～2 歳児: 

3.3 ㎡/1 人 

家庭的 

保育事業 

(認可定員：1～5人) 

０～２歳児 3：1 

(家庭的保育補助者を置く場

合5:2) 

家庭的保育者*2 

(＋家庭的保育補助者) 

0～2 歳児: 

3.3 ㎡/1 人 

事業所内 

保育事業 

定員 20 名以上…保育所の基準と同様 

定員 19 名以下…小規模保育事業Ａ型、Ｂ型の基準と同様 

居宅訪問型 

保育事業 
０～２歳児 1：1 

必要な研修を修了

し、保育士、保育士

と同等以上の知識

及び経験を有すると

町長が認める者 

－ － 

・小規模保育事業については、小規模かつ 0～2 歳児までの事業であることから、保育内容の支援

及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の設定を求めています。 

・給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設けています。 

 

【参考：保育所の基準】 

保育所 
0 歳児 3：1 
1・2 歳児 6：1 

保育士*1 

0・1 歳児 
乳児室:1.65㎡/1人 

ほふく室:3.3㎡/1人 

2 歳児以上 
保育室等:1.98㎡/1人 

〇自園調理 

〇調理室 

〇調理員 

*1 保健師、看護師又は准看護師の特例を設けています。 

*2 県知事等が行う研修を修了した保育士、保育士と同等以上の知識及び経験を有すると町長が認める

者とします。 

*3 家庭的保育事業の調理員については、３名以下の場合、家庭的保育補助者を置き、調理を担当す

ることも認めます。 

  



 

 

Ⅳ．認可申請の手続きについて 

 

１.こどもみらい課への事前相談 

 地域型保育事業の開始にあたっては、認可申請の前に、町において、子ども・子育て支援

事業計画、地域における保育サービスの需要の分析、将来推計等を踏まえ、事業の必要

性を判断することになります。 

 したがって、認可申請の前に、事業開始を予定している地域型保育事業の概要について

十分に相談し、施設整備の方向性等を調整する必要があります。 

 

 

２.事前協議書の提出 

〇事前協議書（事業の概要書等） 

〇設置予定地の敷地面積及び用途地域がわかるもの、その案内図 

〇その他必要な書類 

 

 

３.町長・関係課（都市整備課・総務課等）との事前協議 

  提出のあった事前協議書により、町長・関係課と事前協議を実施します。 

 

 

４.施設整備の入札・契約・着工 

  入札等に関しては、高根沢町契約規則等に準拠して実施してください。 

∟自己資金で整備をする場合 

∟施設整備の補助金の活用を希望する場合 

  施設整備の補助金を受ける場合は、補助金交付申請書を提出してください。  

 なお、補助金の交付決定を受ける前に入札等に着手した場合は、補助金の交付を受け

ることができなくなりますので、ご注意ください。 

  



 

 

５.こどもみらい課への認可申請書類の提出 

 設置認可申請書に各事業の必要書類を添えてこどもみらい課に提出します。 

①家庭的保育事業・小規模保育事業・事業所内保育事業の場合 

⇒「家庭的保育事業等設置認可申請書（様式第１号）」 

②居宅訪問型保育事業の場合 

⇒「居宅訪問型保育事業設置認可申請書（様式第２号）」 

 こどもみらい課は、認可申請の内容が町条例、町要綱、基準及びその他の関係法令等に

適合しているか否かについて審査します。 

 提出された設置認可申請書の内容が町条例、町要綱、基準及びその他の関係法令等

に適合している場合は、高根沢町子ども・子育て会議への意見聴取を行います。 

 

 

◆必要書類 

（資格証、契約書、登記簿、定款等の「写し」となっている書類については、申請者の代表者名で

原本証明を行ってください。） 

No. 必要書類 備考 

〇法人等の申請者関係 

１ 児童福祉法第 34 条の 15 第３項第４号の

規定に該当しない旨の誓約書 

児童福祉法による申請者の欠格事項

に該当しないことを証する誓約書 

２ 代表者、役員及び管理者等の履歴書  

３ 申請者の定款・寄付行為・登記事項証明

書の写し 

 

４ 役員会議事録 法人の場合、家庭的保育事業等の設

置を決定したもの 

〇連携施設関係 

５ 連携施設との協定書、同意書等 連携内容を記載していること 

〇食事（①の場合） 

６ 自園調理の場合 給食施設の設置届を行ったことを証す

る書類の写し 

委託による調理の場合 委託先との契約書の写し 

外部搬入の場合 搬入施設との契約書の写し 

〇職員関係 

７ 管理者、職員の履歴書、健康診断書、研

修計画書等 

 

８ 嘱託医との協定書、同意書等 ①の場合 

９ 配置職員ローテーション表 ①の場合 

10 職員の資格証等 ①の場合 保育士登録証・幼稚園教諭免許状・

栄養士免許証・調理師免許証・看護



 

 

師免許証・保健師免許証・傷病者の

応急手当等に関する講習修了証・小

規模保育事業Ｂ型及び事業所内保

育事業小規模型における保育士でな

い保育従事者の研修修了証の写し・

家庭的保育者の研修修了証（認定

証）の写し・家庭的保育補助者の研

修修了証の写し 

②の場合 保育士登録証・家庭的保育者の修

了証（認定証）の写し・傷病者の応

急手当に関する講習修了証の写し 

11 就業規則、給与規程、経理規程、安全衛

生規程等 

 

〇施設関係（①の場合） 

12 土地・建物の登記簿履歴事項全部証明書 （屋外遊戯場含む） 

13 土地・建物の賃貸借契約書 （屋外遊戯場含む） 

14 施設の平面図（各室の面積の記載があるも

の）及び屋外遊戯場の求積図面等 

 

15 建物外観及び乳児室、保育室、調理設備

等の内観写真 

（屋外遊戯場含む） 

16 付近見取り図  

17 用途変更の確認済証 100 ㎡超える場合 

18 建物の検査済証  

19 耐震性があることを証明する書類（昭和 56

年 6 月以降に建築確認を受けた建物でない

場合） 

・耐震診断結果の写し 

・耐震化工事の仕様書の写し 

〇財産関係 

20 決算書 貸借対照表、損益計算書、キャッシュ

フロー計算書、残高証明書、財産目

録等〔直近３年分〕 

21 収支予算書等 事業開始後２か年の見込み 

〇その他 

22 保育計画 保育の内容及びその特徴 

延長保育等に関する実施内容（①の

場合） 

23 １日の保育スケジュール  

24 緊急時等における対応マニュアル  



 

 

25 消防計画及び防火管理者選任届出書の写

し 

①の場合 

26 非常災害対策に関する指針  

27 連携機関との緊急連絡網  

28 加入している保険証書の写し  

29 事故発生・再発防止等に関する指針  

30 苦情解決に係る体制整備  

31 納税証明書 法人町県民税、法人税、法人事業

税、固定資産税、消費税及び地方消

費税 

32 重要事項に関する規程 ・事業の目的及び運営の方針 

・提供する保育の内容 

・職員の職種、員数及び職務の内容・

保育の提供を行う日及び時間並びに

提供を行わない日 

・保護者から受領する費用の種類、支

払を求める理由及びその額 

・乳児、幼児の区分ごとの利用定員 

・事業利用の開始、終了に関する事項

及び利用に当たっての留意事項 

・緊急時等における対応方法 

・非常災害対策 

・虐待の防止のための措置に関する事

項 

・その他事業の運営に関する重要事項 

33 その他町長が必要と認める書類  

 

  



 

 

６.現地確認 

 事前に必要な関係機関（消防や保健所等）に連絡を取り、工事竣工後立ち入り検査

を受けてください。 

 その後、こどもみらい課担当が現地を確認します。 

 日程については、相談の上、調整いたします。 

 

 

７.設置認可（認可決定通知書の交付） 

 提出された設置認可申請書に対し、認可基準等や事業計画の内容、区域の利用定員

の総数及び区域の必要利用定員の総数並びに子ども・子育て会議の意見を勘案して、認

可の適否を判断します。 

 認可する場合には、家庭的保育事業者等設置認可書（様式第３号）を、認可しない

場合には、家庭的保育事業等設置認可不承認通知書（様式第４号）を交付します。 

 

 

Ⅴ．認可後の手続きについて 

 

１．事業を休止・廃止する場合 

設置認可を受けた者が当該事業を休止又は廃止する場合には、こどもみらい課に事前

（６か月前）に相談してください。 

相談後、当該事業を休止又は廃止する場合には、次の書類に理由を付した書面を添え

てこどもみらい課に提出（３か月前）してください。 

◆家庭的保育事業・小規模保育事業・事業所内保育事業 

〇家庭的保育事業等休止（廃止）申請書（様式第５号） 

〇家庭的保育事業等休止（廃止）承認申請調書（様式第５号の２） 

 

◆居宅訪問型保育事業 

〇居宅訪問型保育事業休止（廃止）申請書（様式第７号） 

〇居宅訪問型保育事業等休止（廃止）承認申請調書（様式第７号の２） 

 

 休止後、再開する場合には、届出書類等はありませんが、「休止予定期間」に変更（延

長・短縮）が発生する場合には、速やかにこどもみらい課へ報告してください。 

  



 

 

２．認可申請事項に変更が生じた場合 

 設置認可を受けた者が認可の申請の際に届けた内容について変更がある場合には、次の

書類をこどもみらい課に提出してください。 

◆家庭的保育事業・小規模保育事業・事業所内保育事業 

〇家庭的保育事業等の設置認可事項変更届（様式第６号） 

〇家庭的保育事業等認可事項変更調書 

事業内容の変更の場合⇒（様式第６号の２） 

法人の代表者が変更になった場合⇒（様式第６号の３） 

法人の名称・所在地が変更になった場合⇒（様式第６号の４） 

 

◆居宅訪問型保育事業 

 〇居宅訪問型保育事業設置認可事項変更届（様式第８号） 

 〇居宅訪問型保育事業等認可事項変更調書 

事業内容の変更の場合⇒（様式第８号の２） 

法人の代表者が変更になった場合（様式第８号の３） 

法人の名称・所在地が変更になった場合（様式第８号の４） 

 

 

３．休止（廃止）の承認 

 提出された休止（廃止）申請書に対し、地域の保育の実情を勘案し、承認する場合に

は、家庭的保育事業等休止（廃止）承認書（様式第９号）を、承認しない場合には、

家庭的保育事業等休止（廃止）不承認通知書（様式第 10 号）を交付します。 

 

 

４．変更届の受理 

 変更届が提出された場合には、受理書（様式第 11 号）を交付します。 

 

  



 

 

Ⅵ．高根沢町家庭的保育事業等の設置認可等に関する要綱  

平成 27 年 10 月 27 日 

告示第 167 号 

 

(趣旨) 

第 1 条 この要綱は、子ども・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号。以下「法」とい

う。)及び児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)に基づき、町長が、児童福祉法第 34

条の 15 第 2 項の規定により、家庭的保育事業等(家庭的保育事業、小規模保育事

業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業をいう。以下同じ。)を行おうとする者又

は現に家庭的保育事業等を運営している者に対し、その設置の認可その他の手続を行うこ

とについて、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2 条 この要綱における用語の意義は、この要綱において定めるものを除くほか、法及び

児童福祉法において使用する用語の例による。 

(認可の申請) 

第 3 条 家庭的保育事業等のうち、家庭的保育事業、小規模保育事業及び事業所内

保育事業の設置認可を受けようとする者は、家庭的保育事業等設置認可申請書(様式

第 1 号)を町長に提出しなければならない。 

2 家庭的保育事業等のうち、居宅訪問型保育事業の設置を受けようとする者は、居宅訪

問型保育事業設置認可申請書(様式第 2 号)を町長に提出しなければならない。 

3 前 2 項の申請に際しては、当該申請が高根沢町家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例(平成 26 年高根沢町条例第 20 号。以下「条例」という。)で

定める要件に適合していることを証する書類を添付して、これを町長に提出しなければならな

い。 

4 家庭的保育事業等の運営の適正化に資するため、新たに家庭的保育事業等の設置

認可を受けようとする者は、事前に町長と協議しなければならない。 

(認可の基準) 

第 4 条 認可の基準は、児童福祉法及び関係法令に定めるもののほか、条例に規定する

家庭的保育事業等の設備及び運営の基準並びに次の各号に定めるところによるものとす

る。 



 

 

(1) 児童数の推移、施設等の利用に係る待機児童の状況等地域の実態、付近の特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の整備状況等を十分に勘案し、家庭的保育

事業等の設置が必要であると認められるものでなければならない。 

(2) 町長は、当該申請に係る家庭的保育事業等の教育・保育提供区域(法第 61 条

第 2 項第 1 号の規定により本町が定める教育・保育提供区域とする。以下この項において

同じ。)における特定教育・保育施設の利用定員の総数(法第 19 条第 1 項第 1 号及び

同項第 2 号に規定する満 3 歳以上の子どもを除く。)及び特定地域型保育事業の利用

定員の総数の合計が、高根沢町子ども・子育て支援事業計画(以下「事業計画」という。)

において定める当該教育・保育提供区域の特定教育・保育施設の必要利用定員の総数

(法第 19 条第 1 号及び同項第 2 号に規定する満 3 歳以上の子どもを除く。)及び特定

地域型保育事業に係る必要利用定員の総数の合計に既に達しているとき、又は当該申請

に係る家庭的保育事業等の開始によってこれを超えることになると認めるとき、その他の事業

計画の達成に支障を生ずるおそれがある場合として厚生労働省令に定める場合に該当する

と認めるときは、認可をしないことができる。 

(意見の聴取) 

第 5 条 町長は、家庭的保育事業等の設置の認可をしようとするときは、あらかじめ高根沢

町子ども・子育て会議の意見を聴かなければならない。 

(認可等の通知) 

第 6 条 町長は、第 3 条第 1 項及び第 2 項の申請に対し、第 4 条各号に規定する認

可基準や事業計画の内容、区域の利用定員の総数及び区域の必要利用定員の総数並

びに前条の子ども・子育て会議の意見を勘案して、認可の適否について判断するものとする。

この場合において、町長は当該申請に対して、認可する場合は家庭的保育事業者等設置

認可書(様式第 3 号)を、認可しない場合は家庭的保育事業等設置認可不承認通知

書(様式第 4 号)を交付するものとする。 

(休廃止又は認可内容の変更) 

第 7 条 家庭的保育事業等のうち、家庭的保育事業、小規模保育事業又は事業所内

保育事業の設置認可を受けた者が当該事業を休止又は廃止しようとする場合は、理由を

付した書面を添えてあらかじめ家庭的保育事業等休止(廃止)申請書(様式第 5 号)及び

家庭的保育事業等休止(廃止)承認申請調書(様式第 5 号の 2)を町長に提出しなけれ

ばならない。 

2 家庭的保育事業等のうち家庭的保育事業、小規模保育事業又は事業所内保育事

業の設置認可を受けた者が認可の申請の際に届けた内容について変更がある場合は、家



 

 

庭的保育事業等の設置認可事項変更届(様式第 6 号)及び家庭的保育事業等認可

事項変更調書(様式第 6 号の 2)を町長に届け出なければならない。ただし、法人の場合に

あっては、法人の代表者について変更がある場合は家庭的保育事業等設置認可事項変

更届及び家庭的保育事業等認可事項変更調書(法人代表者の変更)(様式第 6 号の

3)を、その名称と所在地に変更がある場合は家庭的保育事業等設置認可事項変更届

及び家庭的保育事業等認可事項変更調書(名称・所在地の変更)(様式第 6 号の 4)を

町長に届け出なければならない。 

3 家庭的保育事業等のうち、居宅訪問型保育事業の設置認可を受けた者が当該事業

を休止又は廃止しようとする場合は、理由を付した書面を添えてあらかじめ居宅訪問型保

育事業休止(廃止)申請書(様式第 7 号)及び居宅訪問型保育事業等休止(廃止)承

認申請調書(様式第 7 号の 2)を町長に提出しなければならない。 

4 家庭的保育事業等のうち、居宅訪問型保育事業の設置認可を受けた者が認可の申

請の際に届け出た内容について変更がある場合は、居宅訪問型保育事業設置認可事項

変更届(様式第 8 号)及び居宅訪問型保育事業等認可事項変更調書(様式第 8 号の

2)を町長に届け出なければならない。ただし、法人の場合にあっては、法人の代表者について

変更がある場合は居宅訪問型保育事業設置認可事項変更届及び居宅訪問型保育事

業等認可事項変更調書(法人代表者の変更)(様式第 8 号の 3)を、その名称に変更が

ある場合は居宅訪問型保育事業設置認可事項変更届及び居宅訪問型保育事業等認

可事項変更調書(名称の変更)(様式第 8 号の 4)を町長に届け出なければならない。 

5 町長は、第 1 項及び第 3 項の申請に対し、地域の保育の実情を勘案し、承認する場

合は家庭的保育事業等休止(廃止)承認書(様式第 9 号)を、承認しない場合は家庭的

保育事業等休止(廃止)不承認通知書(様式第 10 号)を交付するものとする。 

6 町長は第 2 項及び第 4 項の届出に対し、受理書(様式第 11 号)を交付するものとす

る。 

(その他) 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、家庭的保育事業等の設置の認可その他の手続に

関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

 

 

Ⅶ．様式 


